
 下関市入札監視委員会規則第５条第５項により、以下のとおり公表します。 

  

下関市入札監視委員会（第１１回）審議概要 

開催日時 平成２４年１１月２０日 １３：３０ 

場所 下関市勤労福祉会館２階 第４会議室 

委員 

中谷正行（弁護士） 

岡孝（高等学校教諭） 

藤本博美（ファイナンシャルプランナー） 

審議対象期間 平成２４年７月１日 ～ 平成２４年９月３０日 

審議対象総件数  １７８件 （抽出工事名称） 

抽 

出 

案 

件 

条件付一般競争

入札 
１０６件 市民サービスセンター（仮称）建築主体工事 

指名競争入札 ６５件
一般県道豊浦久野線交通安全（総合交付金）工事

に伴う移設工事 

随意契約 ７件
平成２４年度 彦島本村町３６号線道路維持修

繕工事 

指名停止等の運用状

況 
なし 

議事概要及び委員か

らの意見・質問、そ

れに対する回答等 

議事項目、意見等 別紙のとおり 

議事結果、回答 別紙のとおり 

委員会による意見の

具申又は勧告の内容 
特になし 

 



別紙 

議事項目、意見・質問 議事結果、回答 

市民サービスセンター（仮称）建築主体工事 

 工事の規模からすると、入札

参加者が５組というのは少な

い気がするのだが、予想はど

うだったのか。 

 発注前に実績等わかる範囲で想

定したところ、ＪＶの組み合わせ

は最大で７組であろうと考えて

いた。過去３者ＪＶで組んだ工事

においても、想定では５組以上は

確保するという形でやっている

ので、過去の工事と比較しても競

争性は確保されていたと考えて

いる。 

 市民サービスセンターについ

ては、建築主体工事以外に電

気設備、機械設備の工事があ

るが、３つの工事に分けた理

由は。 

 大規模の工事なら、大手ゼネコン

が一括でするということもある

が、下関市は平成２２年度から地

元企業優先発注の実施方針のも

とに、公共工事に限らず物品購

入、業務委託等も地元企業ででき

るものは地元企業へ発注するこ

とに取り組んでいる。その実施方

針の中に、分離・分割発注するこ

とにより、地元企業へ発注できる

ものは分離・分割し、地元の企業

へ発注するという方針がある。今

回の市民サービスセンターにつ

いても、分離・分割発注を行うこ

とにより、地元企業へ優先発注で

きるためである。 



一般県道豊浦久野線交通安全（総合交付金）工事に伴う移設工事 

 一般競争入札に付すことが不

利であると認められるときと

いうのはどういうことか。 

 地方公共団体の契約は原則一般競

争入札だが、条件に該当するもの

は指名競争入札にできるとしてい

る。条件の１号が一般競争入札に

適しないもの、第２号が競争に加

わるべき者の数が少数であると

き、第３号が不利と認められると

きだが、下関市条件付き一般競争

入札実施要領において、一般競争

入札に付する建設工事等は設計金

額が 500 万円以上としており、500

万円未満の契約では、色々な事務

経費等を見たときに一般競争入札

にすると不利だという判断をして

いる。 

 「一般競争入札に付すること

が不利である」というのは、

いくらでも該当させられそう

だが。 

 考え方によっては確かにそうだ

が、しかし、そこに合理性がない

といけない。市長の裁量権の範囲

内になるが、合理性がないと争う

ことにもなる。 

 指名する際に考慮したとい

う、指名回数や受注状況とい

うのは、どういうことを考慮

したのか。 

 ２４年度において、今回の案件ま

での間の指名件数や落札状況、落

札件数というものを考慮して、な

るべく指名が偏らないようにす

るということからデータをとっ

て指名するようにしている。 



平成２４年度 彦島本村町３６号線道路維持修繕工事 

 契約業者はいつから保守点検

を行っているのか。 

 平成１８年度から行っている。 

それ以前は別の業者が行ってい

たが、平成１８年度にメンテナン

ス関係から撤退するということ

で、その中にいた職員を契約業者

が継続雇用するという形でノウ

ハウが受け継がれ、その流れで契

約業者が行っている。 

 工期が６ヶ月とあるが、これ

くらいかかるものなのか。 

 バルブコントロールである休止

装置の製作が特注のようなもの

であるため、まず製作期間を設け

ている。 

また、水門橋に設置するには船の

運航と道路の通行を一旦止めな

いといけないため、漁港など関係

機関との調整期間もとっている。 

 


